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索引 

1. 索引 

地域 国名 企業名 業種 該当ページ 

アジア・ 
オセアニア 

日本 アサヒグループホールディングス 食品 70、91 

日本 伊藤忠商事 商社 59、77 

日本 AGC 化学 100 

日本 ENEOS ホールディングス エネルギー 14 

日本 MS&AD インシュアランスグループ 金融（保険） 50、80 

日本 小野薬品工業 医薬品 24、101 

日本 オムロン 電機・電子 48 

日本 オリックス不動産投資法人 金融（AM） 87 

日本 花王 化学・日用品 79 

日本 川崎重工業 輸送機器等 72 

日本 九州電力 電力 45 

日本 キリンホールディングス 食品 22 

日本 国際石油開発帝石（INPEX） エネルギー 10 

日本 J オイルミルズ 食品 83 

日本 JFE ホールディングス 鉄鋼 5 

日本 J フロントリテイリング 小売 93 

日本 住友化学 化学 9、37 

日本 住友林業 建設・林業 9、17 

日本 積水化学工業 化学 19、38 

日本 電源開発 電力 11 

日本 デンソー 電機・電子 29 

日本 東急不動産ホールディングス 建設・不動産 43、65、84 

日本 東京海上ホールディングス 金融（保険） 92 

日本 東京電力グループ 電力 32 

日本 トヨタ自動車 自動車 66 

日本 日本航空 運輸（空輸） 31 

日本 日本製鋼所 鉄鋼 71 

日本 日本製鉄 鉄鋼 33 

日本 日本郵船 運輸（海運） 36 

日本 パナソニックホールディングス 電機・電子 39 

日本 東日本旅客鉄道 運輸（鉄道） 41 

日本 日立製作所 電機・電子 61、88 

日本 不二製油グループ本社 食品 62 
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索引 

地域 国名 企業名 業種 該当ページ 

日本 富士通ゼネラル 電機・電子 86 

日本 丸井グループ 小売 95 

日本 丸紅 商社 64、90 

日本 みずほフィナンシャルグループ 金融（銀行） 7、52 

日本 三井住友フィナンシャルグループ 金融（銀行） 3 

日本 三井物産 商社 97 

日本 三井不動産 建設・不動産 99 

日本 三菱ケミカルグループ 化学 35 

日本 三菱商事 商社 34 

日本 三菱地所 建設・不動産 47 

日本 三菱 UFJ フィナンシャル・グループ 金融（銀行） 28、73 

日本 明治ホールディングス 食品 69 

日本 リコー 電機・電子 46 

オーストラリア BHP Group 鉱物資源・エネルギー 8、40、68 

シンガポール City Developments 建設・不動産 82 

米州 米国 Citigroup 金融（銀行） 74 

米国 Morgan Stanley 金融（銀行） 25 

メキシコ CEMEX 建設資材（セメント） 56 

欧州 デンマーク A.P. Moller - Maersk 運輸（海運） 67 

フランス AXA Group 金融（保険） 30 

英国 British Land 不動産 12 

フランス BNP Paribas 金融（銀行） 15、58 

イタリア ENEL Group エネルギー 26、80 

スイス Novartis 医薬品 6 

英国 NatWest Group 金融（銀行） 76、85 

フランス Schlumberger エネルギー 54 

英国 Unilever 化学・日用品 81 

（日本企業は五十音順、海外企業はアルファベット順） 
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2. TCFD提言に基づく開示の事例 

(1) ガバナンス 
ガバナンスに関する TCFD 開示の好事例は以下の通り。ここでは①取締役会の議題として気

候変動が取り上げられていること、及び②専門委員会の議題として気候変動が取り上げられてい
ることに焦点を当てる。（TCFD ガイダンス 3.0 p.14～参照） 

① 取締役会の議題として気候変動が取り上げられていることを記載 
 
三井住友フィナンシャルグループ 
監督側、執行側の双方にサステナビリティを担う委員会組織が設置されている。また、各委員

会の委員構成、出席状況に加えて、取締役のスキル・マトリックスも開示している。 
 

 

 
（出所）三井住友フィナンシャルグループ 「2022 TCFD レポート」 p.8 
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（出所）三井住友フィナンシャルグループ 「2022 TCFD レポート」 p.10 
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JFEホールディングス 
自社の CSR重要課題として地球温暖化への取組を特定し、グループを横断する環境委員会

で議論し、ホールディングス社長が議長を務めるグループ CSR 会議において監督・指導しているこ
とが開示されている。 
気候変動等の自社経営に重要なテーマはグループ経営会議で審議し、取締役会に報告する

体制が明示されている。また、取締役会の審議・決議事項が例示されている。 
 

 
（出所）JFE ホールディングス 「JFE GROUP REPORT 2022」 p.58 
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Novartis 
気候変動課題を管掌する取締役会長、CEO、各委員会、チーフサステナビリティオフィサー

（CSO）の能力と役割が明記されている。 
 

 
（出所）CDP, “Novartis - Climate Change 2021”, p.3  
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② 専門委員会の議題として気候変動が取り上げられていることを記載 
 
みずほフィナンシャルグループ 
気候変動に関する監督側・執行側の双方の体制と執行における役割が明示されている。 
また、気候変動に関する監督での議論状況も開示している。 
 

 

 
（出所）みずほフィナンシャルグループ 「みずほフィナンシャルグループ TCFD レポート 2022」 p.14  
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BHP Group 
気候変動対応に関するガバナンス体制と各委員会の役割が説明されている。また、自社の排

出量指標と連動した役員報酬の方針とその結果が示されている。 
 

 
（出所）BHP Group, ”BHP Climate Change report 2020“, p.10  
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住友林業 
ESG 推進委員会の構成や取締役会への報告とあわせ、サステナビリティ指標の達成率に連動

した役員報酬制度の導入について開示している。 

（出所）住友林業 「住友林業グループ サステナビリティレポート 2022」 p.126 
 

住友化学 

取締役会の直下に、サステナビリティやカーボンニュートラル戦略を議論するクロスファンクショナル
な委員会や審議会を組成している。 

（出所）住友化学 「住友化学レポート 2022」 p.41  
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(2) 戦略 
戦略に関する TCFD開示の好事例は以下の通り。ここでは TCFDで推奨されている 3つの開

示項目に加え、近年注目すべき項目として移行計画とイノベーションについて開示事例を示す。
（TCFD ガイダンス 3.0 p.16～参照） 

① 戦略 a（短期・中期・長期の気候関連のリスクと機会の記述） 
 
国際石油開発帝石（INPEX） 
短期（～1年以内）・中期（1年超 5年以内）・長期（5年超）と期間を明記して区分

し、気候変動リスクについて評価の上、対策と併せて開示している。 
 

 
（出所）INPEX 「SUSTAINABILITY REPORT 2022」 p.58 
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電源開発 
リスクと機会の発生時期（短期・中期・長期）や影響度の評価、及び投資規模を含めた対

応策を開示している。短期・中期・長期についてはそれぞれ明確に定義されている。 
 

 
（出所）電源開発 「J-POWER グループ 統合報告書 2022」 p.44  
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British Land 
短期（<12 か月）、中期（1～5 年）、長期（5～10 年及び 2050 年以降）と期間を

具体的に示し、リスクと機会を特定している。また、それらについて財務影響を算出し、対応策につ
いても記載している。 

 

（出所）British Land, “Annual Report and Accounts 2022”, p.52 
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（出所）British Land, “Annual Report and Accounts 2022”, p. 53  
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ENEOS ホールディングス 
気候変動リスクと機会の財務影響について、金額だけでなく、想定年次や算出の前提について

も記載している。 
 

 
（出所）ENEOS ホールディングス 「ENEOS REPORT 統合レポート 2022」 p.55  
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BNP Paribas 
アセットマネジメント、リテールバンキングといった事業種ごとに、エネルギー転換に伴うリスク・機会

について、影響を受ける事業と時間軸及び影響度合いを開示し、取組を記載している。時間軸
は短期（2 年以内）、中期（3～10 年）及び長期（10 年以上）の 3 段階に分類して開
示している。 

 

 
（出所）BNP Paribas, “2021 TCFD Report“, p.15  
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（出所）BNP Paribas, “2021 TCFD Report“, p.16 
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② 戦略 b（リスクと機会の影響に関する記述） 
 
住友林業 
事業ごとに気候関連リスクが把握され、将来起こり得る規制やルールの変化を考慮した上で、

戦略の策定や取組を行っている。 
 

注）掲載した事例は 2018年に実施したものであり、内容について 2022年に見直しを実施中。 
（出所）住友林業 「住友林業グループ サステナビリティレポート 2022」 p.130 
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（出所）住友林業 「住友林業グループ サステナビリティレポート 2022」 p.133 
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積水化学工業 
気候変動が株主のみならず顧客や地域社会など複数のステークホルダーに与えるインパクトを

示す新たな指標として、削減貢献も含めた包括利益として数値化している。これについて時系列
的に示すことで、近年における向上を指標化している。 

 

（出所）積水化学工業 「TCFD Report 2022」 p.19 
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（出所）積水化学工業 「TCFD Report 2022」 p.20 
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（出所）積水化学工業 「TCFD Report 2022」 p.21  
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キリンホールディングス 
気候変動による物理的リスク（主要農産物収量及び調達価格への影響等）及び移行リスク

（カーボンプライシング導入の影響等）について、シナリオごとに定量的な財務インパクトと併せて
詳細に記載している。 

 

（出所）キリンホールディングス 「キリングループ 環境報告書 2022」 p.79  
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（出所）キリンホールディングス 「キリングループ 環境報告書 2022」 p.86 



 

24 

そ
の
他 

 

戦略 

ガ
バ
ナ
ン
ス 

戦
略 

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

指
標
と
目
標 

小野薬品工業 
気候変動による財務・事業上の影響額が具体的な数字で示されていることに加えて、機会に

ついては予防、治癒製品など、製薬企業に特徴的な可能性に言及している。 
 

（出所）小野薬品工業ホームページ 「TCFD提言に基づく情報開示」 
（https://sustainability.ono-pharma.com/ja/themes/121）  

https://sustainability.ono-pharma.com/ja/themes/121
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Morgan Stanley 
気候変動戦略として自社として設定している 4 つの軸（低炭素社会への移行支援、気候リス

クのマネジメント、気候関連の開示、レジリエンスの向上）について、それぞれの重要対応事項を
明示的に開示している。 

 

 
（出所）Morgan Stanley, “2021 Climate Report “, p.15  
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ENEL Group 
物理的リスクや移行リスクの分析にあたり、財務影響について、対象事業と併せて開示している。

財務影響の開示は定性的（3 段階）だが、段階の基準（EBITDA で<1 億ユーロ、1～3 億
ユーロ、>3億ユーロ）を明確に示している。 

 

（出所）ENEL, ”Sustainability Report 2021”, p.95  
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（出所）ENEL, ”Sustainability Report 2021”, p.104 
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三菱 UFJ フィナンシャル・グループ 
シナリオ分析の結果として移行リスクと物理的リスクの与信ポートフォリオに及ぼす影響を、対象

期間を含めて定量的に開示している。 
 

（出所）三菱 UFJ フィナンシャル・グループ 「MUFG Report 2022」 p.61  
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デンソー 
気候関連のリスクと機会について、財務上の潜在的影響、時間軸/影響度及び対応策が一

覧形式でコンパクトに開示されている。また、財務上の潜在的影響については、定性的な説明に
加え、影響額が定量的に示されている。 

 

（出所）デンソー 「統合報告書 2021」 p.65  
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AXA Group 
自社の各事業部門及びオペレーションに対するリスク分析やストレステストの結果などを詳

細に説明している。以下に示す不動産ポートフォリオについては、洪水などの自然災害につい
て、地域別の被害予想額を定量的に開示している。 
 

（出所）AXA Group, “2022 Climate and Biodiversity Report“, p.68   
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③ 戦略ｂ（移行計画） 
 

日本航空 
過去の排出量、目標、対策が網羅されており、需要が増大する中での排出削減の位置づけが

理解できる。また、2050年と併せて 2030年の中間目標も設定されている。 
 

 

 
（出所）日本航空ホームページ 「気候変動への対応」 

（https://www.jal.com/ja/sustainability/environment/climate-action/） 

https://www.jal.com/ja/sustainability/environment/climate-action/
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東京電力グループ 
2050 年カーボンニュートラルに加え、中間目標として 2030 年カーボンハーフに向けた具体施

策を投資額と利益創出効果と併せて開示しており、移行計画の実効性が把握できる内容となっ
ている。 

（出所）東京電力 「TEPCO 統合報告書 2022」 p.40  



  

33 

そ
の
他 

 
戦略 

ガ
バ
ナ
ン
ス 

戦
略 

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

指
標
と
目
標 

日本製鉄 
2050年カーボンニュートラル社会の実現を視野に、電炉の活用や水素還元製鉄の技術開発

などの具体的な施策を提示し、それらの実施時期等をまとめたロードマップとして開示している。 
 

 
（出所）日本製鉄 「日本製鉄 統合報告書 2022」 p.25  
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三菱商事 
2050 年カーボンニュートラル社会を見据えて、アンモニア混焼や再エネ事業拡大などの具体策

及びそれらの実施時期等をまとめたロードマップを開示しており、戦略の全体像が容易に把握でき
る。 

 

 
（出所）三菱商事 「統合報告書 2022」 p.27  
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三菱ケミカルグループ 
2050 年カーボンニュートラルに向けたロードマップについて、主要な対策と時間軸を開示してい

る。特に 2030 年まではそれぞれの対策による削減量について、ウォーターフォールチャートの形で
具体的に示している。 

 

 

 
 
（出所）三菱ケミカルグループ 「KAITEKI REPORT 2022 統合報告書」 p.26  
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日本郵船 
目標（2050 年ネットゼロ排出）に対し、中間目標、対策及び投資額が記載されていること

に加え、隻数比率が年ごとに示されており、移行の具体像が把握できる内容となっている。 
 

 
 

  
（出所）日本郵船 「NYK グループ ESG ストーリー2022」 p.38-39  
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④ 戦略 b（イノベーション） 
 
住友化学 
「責務」と「貢献」という独自のとらえ方で、2050 年のカーボンニュートラル実現に向けたリスクと

機会を自社と結び付けている。「貢献」に関しては、同社が取り組む各種のイノベーション事例が
記載されている。 

 

（出所）住友化学 「住友化学レポート 2022」 p.43 
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⑤ 戦略 c（気候関連シナリオを考慮した気候戦略のレジリエンスの記述） 
 

積水化学工業  
気候シナリオ（1.5℃及び4℃）に加え、都市集中と地方分散という自社にとって重要な社会

経済要因を加味した独自のシナリオ分析結果を行っている。 
結果として示された 4 つの世界観（脱化石スマート社会、循環持続社会、地産地消社会及

び大量消費社会）について、想定されるリスクと機会及びそれらへの対応策を詳述することで、い
ずれのシナリオにおいても自社事業が対応可能であることを示している。 

 

 
（出所）積水化学工業 「TCFD Report 2022」 p.16  
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パナソニックホールディングス 
2 つの気候シナリオ（1.5℃シナリオ、4℃シナリオ）にサーキュラーエコノミ―の要素を加味し、

4 つの独自シナリオ（脱炭素循環型社会、低炭素大量消費社会、化石依存循環型社会及び
エントロピー増大社会）でのシナリオ分析を行っている。 
各シナリオについて、産業への影響、顧客価値の変化等を踏まえリスクと機会を抽出し、それら

への対応策を提示している。 
 

 
（出所）パナソニックグループ 「サステナビリティデータブック 2022」 p.20   
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BHP Group 
4種類の気候シナリオ（Central Energy View、Lower Carbon View、Climate Crisis 

scenario及び1.5℃ scenario）を設定し、各シナリオについて、前提条件と主な外部環境変
化を説明している。また、シナリオ分析の結果について、同社の各コモディティ（金属、エネルギー
源）への影響度を開示している。 

 

（出所）BHP Group, “BHP Climate Change report 2020“, p.14  
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東日本旅客鉄道 
事業エリアの人口動態の分析に基づき、共通社会経済経路（SSP︓Shared Socio-

economic Pathways）シナリオを利用して旅客収入に与える影響を分析している。 
また、自然災害により生じる物理的リスクの試算では、地域の主要河川の氾濫シナリオに加え、

IPCC の代表的濃度経路（RCP︓Representative Concentration Pathways）シナリオ
に基づく洪水発生確率の増加を考慮に入れることにより、浸水対策なし・ありのパターンで財務的
影響増加額を定量的に試算している。 

 

 
（出所）東日本旅客鉄道 「JR東日本グループレポート 2022」 p.59  
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（出所）東日本旅客鉄道 「JR東日本グループレポート 2022」 p.60  
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東急不動産ホールディングス 
1.5℃シナリオや 4℃シナリオに加えて、IEA の公表政策シナリオ（STEPS）やパリ協定に基

づく約束（NDC）を考慮した中間的な位置づけとしての 3℃シナリオについても検討結果を開示
している。 

 

（出所）東急不動産ホールディングスホームページ 「TCFD提言に基づく開示」 
（https://tokyu-fudosan-hd-csr.disclosure.site/ja/themes/57）  

https://tokyu-fudosan-hd-csr.disclosure.site/ja/themes/57


 

44 

そ
の
他 

 

戦略 

ガ
バ
ナ
ン
ス 

戦
略 

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

指
標
と
目
標 

 
（出所）東急不動産ホールディングスホームページ 「TCFD提言に基づく開示」 

（https://tokyu-fudosan-hd-csr.disclosure.site/ja/themes/57）  

https://tokyu-fudosan-hd-csr.disclosure.site/ja/themes/57
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九州電力 
シナリオ分析が財務インパクトの試算に留まらず、海外事業を含め、新たな事業展開の可能性

の可視化を行っている。 
 

 
（出所）九州電力 「九電グループ統合報告書 2022」 p.53  
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リコー 
財務インパクトの開示にあたり、影響度を利益影響額と本格化が想定される時期に応じた喫

緊度によって 5段階に分けて示しており、定量的な要素を加味した開示となっている。 
更に、物理的急性リスクについては、事象の発生範囲に応じて国内外拠点及びサプライチェー

ンに対する評価を行うことで具体施策への投資の意思決定に活用している。 
 

 
（出所）リコー 「リコーグループ TCFD レポート 2022」 p.17   
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三菱地所 
シナリオ分析に際して、2 つの気候シナリオ（1.5℃～2℃シナリオ及び 4℃シナリオ）を採用し、

各シナリオにおける主な外部環境と自社への影響を定性的に説明している。その上で、シナリオ分
析の結果として特定されたリスク・機会及び影響度について表形式で開示している。 

 

 

 
（出所）三菱地所 「TCFD提言に基づく情報開示」 p.6、p.8 
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(3) リスクマネジメント 
リスクマネジメントに関する TCFD開示の好事例は以下の通り。 
（→TCFD ガイダンス 3.0 p.28参照） 

 
オムロン 
全社リスクマネジメント体制の一環として気候変動関連リスクを考慮していることを、統合報告

書において説明し、フロー図を用いて開示している。 
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（出所）オムロン 「統合レポート 2022」 p.82 
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MS&AD インシュアランスグループ 
気候変動による移行リスク及び物理的リスクについて想定したシナリオに基づく分析結果を踏ま

え、自然災害リスクの管理、リスク保有量のコントロール、訴訟等のリスク、責任ある機関投資家と
してのレピュテーションや投資リスクに関するマネジメントを詳細に開示している。 

 

 
（出所）MS&AD インシュアランスグループ 「気候関連の財務情報開示～TCFD レポート～」 p.11 
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（出所）MS&AD インシュアランスグループ 「気候関連の財務情報開示～TCFD レポート～」 P.12   
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みずほフィナンシャルグループ 
炭素関連セクターのリスクコントロールの枠組みについて説明した上で、顧客・自社双方のリスク

抑制に向けた対応策と併せて開示している。 
 

（出所）みずほフィナンシャルグループ 「みずほフィナンシャルグループ TCFD レポート」 p.50  
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（出所）みずほフィナンシャルグループ 「みずほフィナンシャルグループ TCFD レポート」 p.51 
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Schlumberger 
企業レベルでの気候関連リスクを特定するための情報（地域のリスク評価、国別の気候関連

評価）について記載している。また、洪水対策を講じるなど、企業がリスク評価から何を学ぶかに
ついても開示されている（次頁赤枠部分）。 

 

 
（出所）Schlumberger, “Sustainability Report 2020“, p.20（赤枠は TCFD コンソーシアム） 
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（出所）Schlumberger, “Sustainability Report 2020“, p.21（赤枠は TCFD コンソーシアム） 
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CEMEX 
全社のリスクマネジメントプロセス（1.リスクの特定、2.リスク評価、3.対応策の検討、及び 4.リ

スクの低減とモニタリング）に気候関連のリスク及び機会が含まれていること、プロセスが取締役会
の監督の下に行われていることがフロー図を用いて開示されている。また、主な気候関連リスクに関
するマネジメントの事例も紹介されている。 

 

 
（出所）CEMEX, “Integrated Report 2021“, p.269 
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（出所）CEMEX, “Integrated Report 2021“, p.270 
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BNP Paribas 
主要な気候関連リスクと、同社の事業活動におけるリスクの関連性についてわかりやすい形で

図示している。 
 

 
（出所）BNP Paribas, “2021 TCFD Report”, p.36  
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伊藤忠商事 
気候変動を含む ESG リスクが事業投資プロセスの中で投資判断時の検討項目に包含されて

おり、経営の意思決定に深く関連したリスクマネジメントが実行されている。結果として、全社的な
リスクマネジメントの中で、物理的リスクと移行リスクが取り扱われていることを示している。 

 

 
（出所）伊藤忠商事ホームページ 「気候変動（TCFD提言に基づく情報開示）」 

（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/environment/climate_change/index.html） 

https://www.itochu.co.jp/ja/csr/environment/climate_change/index.html
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（出所）伊藤忠商事ホームページ 「気候変動（TCFD提言に基づく情報開示）」 
（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/environment/climate_change/index.html）  

https://www.itochu.co.jp/ja/csr/environment/climate_change/index.html
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日立製作所 
投資におけるリスク・機会の管理等を包含する高度な全社リスクマネジメントの仕組みが実装さ

れており、その中に気候変動対応が組み込まれている。気候変動単独ではなく、全社規模で全
てのリスクの確認を行っていることが読み取れる。 

 

 

  
（出所）日立製作所 「統合報告書 2022」 p.75、p.79  
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不二製油グループ本社 
気候変動対応が全社リスクマネジメント重要リスクの一つとして選定され、他のリスク項目と同

一の枠組みの中で実行されている。 
 

 
（出所）不二製油グループ本社 「不二製油グループ 統合報告書 2022」 p.30 
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（出所）不二製油グループ本社 「不二製油グループ 統合報告書 2022」 p.31 

（赤枠は TCFD コンソーシアム） 
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(4) 指標と目標 
ここでは、近年の開示において議論が多いテーマとして、温室効果ガス排出量、報酬、金融機

関の指標と目標を抽出し、企業固有の指標と目標と併せて事例を示す。 
（→TCFD ガイダンス 3.0 p.30参照） 

① 温室効果ガス排出量 
 
丸紅 
Scope 1 及び Scope 2 排出量と併せ Scope3 の主要と考えられるカテゴリについて、削減

目標と併せて排出実績の開示を行っている。 
 

 
（出所）丸紅 「TCFD提言に基づく情報開示」 p.12  
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東急不動産ホールディングス 
Scope 1 及び Scope 2 排出量と併せ Scope3 排出量について、削減目標と排出実績の

開示を行っている。Scope3 排出については算定時期を記載し、また、中間年については定性的
であるが達成すべき基準について記載しており、関連指標とも一体化することで KPI を明示してい
る。 

 

 
（出所）東急不動産ホールディングスホームページ 「TCFD提言に基づく開示」 

（https://tokyu-fudosan-hd-csr.disclosure.site/ja/themes/57）   

https://tokyu-fudosan-hd-csr.disclosure.site/ja/themes/57
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トヨタ自動車 
Scope 1～Scope 3 排出量について、それぞれ地域別（Scope 1,2）、GHG 別

（Scope１）、カテゴリ別（Scope 3）で区分して、原単位、時系列的な記載とあわせ開示
している。また、情報開示の適時性の観点から、2020 年度以降は『Sustainability Data 
Book』は年度を通じて都度更新されている。 

 

 
（出所）トヨタ自動車 「サステナビリティデータブック 2022」 p.46  
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A.P. Moller - Maersk 
Scope 1～Scope 3排出量について記載しており、Scope 3排出量については主要カテ

ゴリ別に分割している。更に、詳細なデータ（カテゴリ別排出量）については自社 ESG データ
集に開示されていることも示している。 

 

 
（出所）A.P.Moller - Maersk, “Sustainability Report 2021”, p.25 
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BHP Group 
Scope 3 排出量について、上流・下流別、事業別（下流は販売する資源種別）に、排出

量及びその時系列的推移を開示している。 
 

 
（出所）BHP Group, “BHP Climate Change report 2020”, p.28  
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明治ホールディングス 
CO2削減目標（Scope1及び Scope2）が中間目標も含めて定量的に示されていることに

加え、達成手段の内訳も掲載されていることから、きわめて具体的な計画となっていることがわかる。 
 

 
（出所）明治ホールディングス 「2050年カーボンニュートラル社会に向けて」 p.6  
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アサヒグループホールディングス 
中期（2030年）及び長期（2050年）の CO2排出削減目標（Scope 1～3）をグル

ープ全体で設定した上で、地域別の指標と目標を定めている。 
 

 
（出所）アサヒグループホールディングス 「アサヒグループ TCFD REPORT」 p.4 
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日本製鋼所 
カーボンニュートラル社会に向けた貢献として、自社 CO2 排出削減目標（総量ベース）だけ

でなく、達成手段である再生可能エネルギーの導入に関する目標と実績も設定・公表している。 

（出所）日本製鋼所ホームページ「気候変動対応」 
（https://www.jsw.co.jp/ja/sustainability/environment/climatechange.html）  

https://www.jsw.co.jp/ja/sustainability/environment/climatechange.html
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川崎重工業 
Scope 1～3排出量について、主要カテゴリ別に目標も含めてわかりやすく図示している。 

（出所）川崎重工業「Kawasaki Report 2022」 p.29  
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② 金融機関の指標と目標 
近年、銀行、アセット・マネージャー、アセット・オーナー、保険会社といった金融機関は、自社の

投融資等を行う対象の気候関連情報に関心を持つが、それら金融機関もまた、自らの気候関
連リスクと機会に関する開示を行う立場にある。ここでは金融機関による開示の好事例を示す。 

 
三菱 UFJ フィナンシャル・グループ 
各種サステナブルファイナンスについて、分野、種類別に分類し、時系列的に実績を目標と併せ

て開示している。 
 

 
（出所）三菱 UFJ フィナンシャル・グループホームページ「サステナブルファイナンス目標と進捗」 

（https://www.mufg.jp/csr/environment/tcfd/metricsandtargets/index.html）  

https://www.mufg.jp/csr/environment/tcfd/metricsandtargets/index.html
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Citigroup 
炭素関連資産について、与信額と併せて気候変動関連リスク（移行リスク・物理的リスク）を、

リスクヒートマップという形で、4段階にわかりやすく開示している。 
 

 
（出所）Citigroup, “Taskforce on Climate-Related Financial Disclosures Report 2021”, 

p.53 
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（出所）Citigroup, “Taskforce on Climate-Related Financial Disclosures Report 2021”, p.54 
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NatWest Group 
融資先のファイナンス排出量について、事業種別に、実績及び目標（中間目標、最終目標）

を記載し、これまでの進捗及び目標との乖離が明確に表れている。 
 

 
（出所）NatWest Group, “2021 Climate-related Disclosures Report“, p.82 
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③ 企業固有の指標と目標 
上記以外の、企業固有の指標と目標の開示事例について以下に示す。 

 
伊藤忠商事 
多様な事業を保有する中、削減貢献も考慮した上で 2040 年時点での GHG オフセットゼロ

を掲げている。併せて排出量削減や削減貢献に関する主要な事業が記載されており、事業戦略
と整合した目標であることがわかる。 

 

 
（出所）伊藤忠商事ホームページ 「気候変動（TCFD提言に基づく情報開示）」 

(https://www.itochu.co.jp/ja/csr/environment/climate_change/index.html) 

https://www.itochu.co.jp/ja/csr/environment/climate_change/index.html
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（出所）伊藤忠商事ホームページ 「気候変動（TCFD提言に基づく情報開示）」 

(https://www.itochu.co.jp/ja/csr/environment/climate_change/index.html)   

https://www.itochu.co.jp/ja/csr/environment/climate_change/index.html
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花王 
自社の Scope 3排出において、原材料調達の占める割合が大きいことに鑑み、サプライヤーの

活動に関する独自の指標を設定し、その進捗を開示している。 
 

（出所）花王 「サステナビリティレポート 2022」 p.104  
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④ 報酬 
TCFD が 2021 年に発表した「産業横断的気候関連指標カテゴリ」において、新たに開示の

推奨が求められた「報酬」に関する開示の事例を示す。 
 
ENEL Group 
気候変動対応に関するガバナンスの開示において、気候関連指標が役員報酬と連動している

こと、及びその単位（グループ全体の kWh あたり CO2排出量）を明確に開示している。 
 

（出所）ENEL Group, “Sustainability report 2021”, p.77-78（赤枠は TCFD コンソーシアム） 

 
 
 
MS&AD インシュアランスグループ 
気候関連に対する取組が役員報酬の指標に含まれていることについて開示しており、関連する

ページにリンクを示している。 
 

（出所）MS&AD インシュアランスグループ 「気候関連の財務情報開示～TCFD レポート～」 p.9  
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Unilever 
アニュアルレポートにおいて、ESG のガバナンス体制の説明に加えて、気候関連指標を含むサス

テナビリティ目標に対する進捗を示す Sustainability Progress Index が役員報酬と連動して
いることを開示している。 

 

 
（出所）Unilever, “Annual Report and Accounts 2021”, p.81 

（赤枠は TCFD コンソーシアム） 
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(5) その他 

① TCFD提言との対応の示し方 
自社の気候変動への対応を TCFD提言に沿った形で開示している事例は以下の通り。 
 

City Developments 
統合報告書において TCFD 提言が求める 4 テーマについて、7 ページにわたる一覧表形式で

定性的に開示している。また、各項目にはサステナビリティレポートでの該当ページへのリンクが示さ
れ、定性的な開示の裏付けとなる定量的情報が把握できるようになっている。 

 

（出所）City Developments, “INTEGRATED  
SUSTAINABILITY REPORT 2022”, p.114  
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J オイルミルズ 
2020年 11月に TCFD賛同し、2021年より TCFD提言に沿って気候関連情報を開示し

ている。統合報告書では、経営トップの役割や体制図、全社的視点に立脚したリスク・機会の等
の記載があり、4 項目について簡潔かつ網羅的に開示がなされている。シナリオ分析結果等の詳
細については、ウェブページへのリンクが記載されている。 

 

（出所）J オイルミルズ 「J-オイルミルズレポート 2022」 p.62-63  
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東急不動産ホールディングス 
同社ウェブサイトの ESG投資家向けページに TCFD対照表を掲載し、各項目について自社の

取組の概要を開示している。同時に各項目の概要には、詳細を示した「TCFD 提言に基づく開
示」へのリンクが貼られ、必要十分な情報が容易に把握できる。 

 

（出所）東急不動産ホールディングスホームページ 「TCFD対照表」 
（https://tokyu-fudosan-hd-csr.disclosure.site/ja/themes/54）  

https://tokyu-fudosan-hd-csr.disclosure.site/ja/themes/54
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NatWest Group 
同社 TCFDレポートにおいて、TCFDの 4テーマの概要が、定量的データも含めて各項目の詳

細情報を記載しつつ、各項目 1 ページで簡潔にまとめられている。 
 

 
（出所）NatWest Group, “2021 Climate-related Disclosures Report“, p.9  
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富士通ゼネラル 
統合報告書において、TCFD 提言での開示推奨項目に沿って該当箇所を一覧形式で示した

上で、組織体制等が丁寧に記載されている。 
 

 
（出所）富士通ゼネラル 「統合報告書 2022」 p.59、p.60  
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オリックス不動産投資法人 
ESG レポートにおいて TCFD の 4 テーマの概要を一覧で示した上で、シナリオ分析結果につい

ても図表を駆使してわかりやすく説明している。 

（出所）オリックス不動産投資法人「2022 ESG Report」 p.15  
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② 異なるビジネスモデルを持つ企業の開示方法 
気候変動に対するリスクや機会の異なる複数のビジネスモデルを持つ企業の開示方法の事例

は以下の通り。（→TCFD ガイダンス 3.0 p.35参照） 
 
日立製作所 
シナリオ分析において、事業ごと・シナリオごとに事業環境を分析した上で今後の対応を記載し

ており、事業単位の評価に資する。同時に、環境以外の要素も考慮し、総合的な判断に有用な
情報を開示している。統合報告書には比較的簡潔な記載、サステナビリティレポートにはシナリオ
の背景についても記載する等、内容を区別している。 

 

 
（出所）日立製作所 「統合報告書 2022」 p.79  
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（出所）日立製作所 「サステナビリティレポート 2022」 p.50 
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丸紅 
TCFD 提言が推奨する 4 テーマ（ガバナンス、戦略、リスクマネジメント、指標と目標）に沿っ

て開示しており、各事業への影響についてもブレイクダウンして分析を行っている。 
 

 

 
（出所）丸紅 「TCFD提言に基づく情報開示」 p.8-10  
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③ 気候変動対応の目的に関する開示 
TCFD 開示においては、TCFD が開示を推奨する 4 テーマ 11 項目のみならず、更には気候

変動対応に対する自社の考え方を示すことが投資家の理解向上につながる。 
 
アサヒグループホールディングス 
TCFD レポートの冒頭で、自社の環境戦略における気候変動対応の位置づけを明示的に説

明している。 
 

 
（出所）アサヒグループホールディングス 「アサヒグループ TCFD REPORT」 p.2  
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東京海上ホールディングス 
気候変動に対する基本的な考え方に加え、保険引受、投融資、ファンド組成といった同社の

多様な業務における気候変動の位置づけ、更にはグローバルカンパニーとしての取組姿勢を示す
ことで、開示内容のよりよい理解につながるものとなっている。 

 

 
（出所）東京海上ホールディングス 「2022統合レポート」 p.79  
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④ 多様な開示媒体 
TCFD 開示の媒体は多様化している。ここでは様々な媒体での開示事例について示す。

（→TCFD ガイダンス 3.0 p.8参照） 

(ア) 有価証券報告書での開示 
有価証券報告書において、TCFD 提言に沿った気候関連情報の開示を行う企業は増

加傾向にある。また、今後は有価証券報告書に「サステナビリティに関する考え方及び取組」
の記載欄の新設が検討されており、関心は益々高まることも想定される。 
開示事例は以下に示す。 

 

J フロントリテイリング 
自社の複数媒体（統合報告書、ウェブサイト、有価証券報告書）において、気候関連情報

を TCFD提言の 11項目に沿って開示している。 
有価証券報告書には、2 つの気候シナリオに基づくリスク・機会の影響評価が定量的に示され

ているほか、2050年ネットゼロへの移行計画も含まれている。 

（出所）Ｊ.フロント リテイリング 「第 15期 有価証券報告書」 p.39 
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（出所）Ｊ.フロント リテイリング 「第 15期 有価証券報告書」 p.41  
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丸井グループ 
同社は 2019 年 3 月期から有価証券報告書での TCFD 開示の記載を開始しており、有価

証券報告書での開示については先駆的な企業である。特にリスクと機会の分析において利益への
影響を定量的に開示している。 

 

 

 
（出所）丸井グループ 「第 86期 有価証券報告書」 p.20 
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（出所）丸井グループ 「第 86期 有価証券報告書」 p.21  
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三井物産 
TCFD 提言に沿った気候関連情報を自社の複数媒体（有価証券報告書、統合報告書、ウ

ェブサイト）で開示している。 
有価証券報告書及び統合報告書では TCFD提言に基づく開示の要旨及び移行計画が示さ

れ、詳細については自社のウェブサイトへのリンクが貼られている。また、投資家向けの ESG Day
でもネットゼロに向けたロードマップについて説明が行われている。 

 

（出所）三井物産 「第 103期有価証券報告書」 p.28 
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（出所）三井物産 「第 103期有価証券報告書」 p.27 
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(イ) 投資家説明会資料での開示 
決算説明会、ESG 説明会などにおいて、プレゼンテーションの形でわかりやすく説明した

事例を以下に示す。 
 
三井不動産 
決算説明会資料において、非財務データ開示の一環として「気候変動・脱炭素」に関する目

標と進捗について説明している。 
 

 
（出所）三井不動産 「Financial Results and Business Highlights for Summary of 1Q, FY2022」 

p.45  
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AGC 
ESG 説明会において、製品の炭素効率と資産効率の関連性の観点で同社事業ポートフォリ

オを図示し、脱炭素化によって成長・拡大が見込まれる事業を可視化している。 
 

 
（出所）AGC 「ESG説明会『AGC のサステナビリティ経営-気候変動問題への取り組み-』」 p.20  
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(ウ) 企業ウェブサイトでの開示 
企業ウェブサイトは、多様な情報について体系的に閲覧して情報を入手することができ、

また、随時のアップデートが可能な媒体という点で、とりわけ開示への取組を始めた企業にと
って有用な媒体である。企業ウェブサイトでの開示の好事例を以下に示す。 

 
小野薬品工業 
サステナビリティの環境ページに TCFD 提言に基づく情報開示のページを独立して設けており、

投資家等の情報へのアクセスを容易にしている。 
 

 
（出所）小野薬品工業ホームページ 「TCFD提言に基づく情報開示」 

（https://sustainability.ono-pharma.com/ja/themes/121）

https://sustainability.ono-pharma.com/ja/themes/121
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一部の事例は、開示企業の許諾の上、レイアウトを変更しております。また、事例の掲載は
TCFD の推奨事項を完全に満たしていることを保証するものではありません。 


